
情報通信分野の研究開発基本戦略等の策定

1 研究開発基本戦略の策定

我が国が持続的に経済発展を遂げ、同時に国民が

安心して安全な生活を送るためには、科学技術の重

点分野に積極的、戦略的に投資を行い、研究開発の

推進により、産業の競争力を維持・発展する必要が

ある。このような観点から、平成13年度からの5か年

を対象とする第二期科学技術基本計画（平成13年3月

閣議決定）では、科学技術分野において、

①　新たな発展の源泉となる知識の創出（知的資

産の増大）

②　世界市場での持続的成長、産業技術力の向上、

新産業・雇用の創出（経済的効果）

③　国民の健康や生活の質の向上、国の安全保障

及び災害防止等（社会的効果）

について寄与の大きい分野として、情報通信分野を

含む4分野に特に重点を置き、優先的に研究開発資源

を配分することとした。

総合科学技術会議では、平成13年4月に重点分野推

進戦略専門調査会を設置し、調査・検討を進め、同

年9月に、平成17年度までの当該分野の現状、重点領

域、当該領域における研究開発の目標及び推進方策

を明確化した分野別推進戦略を取りまとめた。この

分野別推進戦略等を踏まえ、より効果的・効率的な

取組を実現するため、総合科学技術会議は、各府省

の概算要求に向けて、次年度において特に重点的に

推進すべき事項を、「科学技術に関する予算、人材等

の資源配分の方針」として決定している。また、総

合科学技術会議ではこの方針を踏まえ、平成14年か

ら各府省の主な科学技術関係概算要求施策について4

段階（S・A・B・C）の優先順位付けを行っている。

これら政府全体の方針も踏まえつつ、総務省の情

報通信審議会では、「我が国の情報通信分野における

研究開発体制の在り方」について検討を行い、平成

14年8月に答申を行った。答申では、国として明確な

戦略を持つ必要性から「競争」と「協調」を基軸と

する7つの項目からなる研究開発基本戦略を提示し、

基本戦略に沿った研究開発を推進していくことが重

要とされた（図表①）。

2 情報通信分野における研究開発・標準化戦略

総務省では、研究開発基本戦略の具体化と「研究

開発基本計画（第3版）」の改訂等を目的として、情

報通信審議会に「情報通信分野における技術競争力

の強化に向けた研究開発・標準化戦略について」諮

問を行い、平成15年3月に答申がなされた。答申では、

我が国の厳しい経済状況や情報通信技術の高度化の

下で国民や研究者がおかれた状況を踏まえ、「ユーザ

（国民）が利用して満足できること」、「作り手（技術

者、研究者）がやり甲斐を感じられること」、この両

者の密接な関係を通して「産業活性化を通じ国が発

展すること」を3つの基本認識とし、我が国の発展や

豊かな国民生活を目指した研究開発への取組の提言

を行っている。そして、研究開発成果を産業化に結

びつけること、研究開発にユーザや作り手の視点を

取り入れること、研究開発成果を広く普及させるた

めの研究開発と標準化を一体的に推進すること等を

基本的な考え方として、取り組むべき研究開発課題

や方策が「研究開発基本計画（第4版）」、「研究開発

実施戦略」、「標準化戦略」として取りまとめられた

（図表②、③）。

第８節　研究開発の推進

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（1）研究開発の推進による国際競争力の強化
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研究開発については、2-8（P202）参照

１　オープンシステム型研究開発の推進 
２　日本という場における研究開発環境の国際化の促進 
３　重点推進領域の設定による重点投資 
４　的確な評価と競争環境の整備 
５　特許の獲得・管理及び標準化の戦略的実施 
６　産学官の共通認識による緊密な連携 
７　若手のアイディアによる市場の創造 

図表①　研究開発基本戦略の概要



「研究開発基本計画（第4版）」では、情報通信技

術が基盤化し、情報通信技術と研究開発領域の他の

分野との融合の進展を踏まえ、これまで細分化され

ていた研究開発プロジェクトを大括り化している。

具体的には、アプリケーション、ネットワーク、フ

ァンダメンタルの3つの領域における分野別研究開発

課題の選定のほか、分野横断的プロジェクトやユー

ザの視点で取り組むプロジェクト、基礎研究等の長

期的視点で取り組むプロジェクトの提示という形で、

我が国の取り組むべき研究開発課題が取りまとめら

れた。

「研究開発実施戦略」では、研究開発成果を国民

生活の向上や産業の活性化につなげるため、産学官

それぞれの役割が取りまとめられた。具体的には、

国による実証・実用化実験支援や最先端の機器の使

用、独立行政法人通信総合研究所（CRL）及び通

信・放送機構（TAO）が統合して平成16年4月に発足

する独立行政法人情報通信研究機構での基礎研究の

強化やファンディングの充実、官学における人材交

流の促進や企業のブランド価値の再生等が提言され

ている。

「標準化戦略」では、我が国が得意な先進技術に

人材や資金等の資源を集中し、スピード感のある標

準化を行うこと、発展するアジアの情報通信市場を

意識し、アジア諸国、特に中国、韓国との標準化活

動の連携を強めていくことなどが提言されている。

総務省においては、これらを踏まえ、情報通信分

野の研究開発を推進し、その成果を産業化に結びつ

けることにより、我が国の国際競争力の強化を図っ

ていくこととしている。

第８節　研究開発の推進
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　○　アウトプットの増加 
　　　強力なマネジメント（MOT）、チャレンジできる環境　等 
　○　研究開発成果を国民生活の向上、産業化に結びつける 
　　　市場での普及を目指した研究開発（プロトタイプトライアル） 
　　　知的財産の活用　等 

　⇒　研究開発の重要性 
　⇒　国際普及等のための標準化の重要性 

研究開発成果が必ずしも産業に結びつかない 
情報通信技術が人に「優しくない」　　等 

真に豊かな国民生活と国の発展のために 現状 

研究開発に取り組む基本的な考え 研究開発の新たな視点 

研究開発と標準化との一体的取組み 

　～人の安心と感動のために～ 
⇒人の感動、パーソナル化、人間の感性を重視　等 

現状と基本認識 

戦　略 

○　情報通信の基盤化、技術の他の分野との融合が進展
し対象領域が拡大 

　⇒　細分化から大括り化へ 
○　研究開発に、優しさ、安心、心の豊かさなど国民が

豊かさを実感できる視点を取り入れる必要 
○　国による基礎研究の下支え 
　⇒分野別課題、分野横断的プロジェクト 

ユーザ視点のプロジェクト 
長期的視点のプロジェクト 

○　トップランナー技術等における研究開発と標 
　　準化の一体的推進 
○　民間主体の標準化活動の促進 
○　国際標準化活動における我が国の発言力の強 
　　化 
○　日中韓等の連携によるアジアの標準化活動の 
　　強化 
○　国が積極的に関与すべき標準化 

○　国：全体のマネジメント、研究開発の多様性確保、
プロジェクトの重点化、競争的資金拡充、実証・
実用化実験支援　等　 

○　情報通信研究機構：継続的な基礎研究、ファンデ
ィングの充実　等 

○　産学：産学官連携の推進、企業ブランドの再生、ラ
イフスタイル提言 

等 

研究開発基本計画 研究開発実施戦略 標準化戦略 

図表②　「情報通信分野における技術競争力の強化に向けた研究開発・標準化戦略について」答申の概要

研究開発のポイント 
○　研究開発の目的は、成果としての製品やサービス、知的財産の普及により、国の発展に
つながること 

 
○　標準化はそのための一つの重要な手段　　 
　　標準化によらない手法も考えられる 
　（デファクトや部品レベルの開発等） 

標準化のポイント 
○　研究開発の成果普及のための重要な手段としての役割 
 
○　研究開発以外の視点として、競争環境整備、有限資源の分配、弱者保護、国際貢献等の役
割もある 

研究開発 

標準化（デジュール、フォーラム） 

製品、サービスの普及、産業の育成等 公共的役割、国際貢献等 

国の発展、豊かな国民生活 

図表③　研究開発と標準化の関係



研究開発の効果的・効率的な推進に向けた研究開発評価の実施

第８節　研究開発の推進

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（2）研究開発評価の充実

295

第

3
章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

情報通信分野における研究開発を効果的・効率的

に推進するためには、柔軟かつ競争的で開かれた研

究開発環境の創出と研究開発における重点的・効率

的な資源配分の実施が求められる。その実現のため

には、研究開発の評価が極めて重要である。

研究開発評価については、平成13年6月に成立した

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」に基づき

同年12月に閣議決定された「政策評価に関する基本

方針」の中で、研究開発を対象とする政策評価の実

施に当たっては、同法及び基本方針で定めるところ

によるほか、平成13年11月に内閣総理大臣決定され

た「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を踏ま

えて行うものとされている。

総務省では、上記を踏まえて情報通信審議会情報

通信技術分科会に研究評価委員会を設置して、情報

通信分野の研究開発の評価について検討を行い、平

成14年3月に「情報通信技術の研究評価の在り方につ

いて」の答申がなされた。これを受け総務省では、

「総務省情報通信研究評価実施指針」を策定し、平成

14年度より政策評価の一環としての研究評価に取り

組み、事業評価方式により14年度には15年度新規6件、

継続12件の評価を実施した。

①研究開発施策→（戦略）情報通信研究開発基本計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　（制度）公募型研究開発制度・委託型研究開発制度・直轄型研究開発制度 
　　　　　　　　　　　・独立行政法人型研究開発制度・その他の研究開発支援制度 
 
②研究開発課題→公募型研究開発課題・委託型研究開発課題・直轄型研究開発課題・独立行政法
　　　　　　　　人型研究開発課題 
 
③研究開発機関→各機関が機関の評価を実施 
 
④研究者の業績→研究開発機関の長が自ら定めるルールに従い研究者の評価を実施 

・　評価対象を次の４つに分類 

評価対象 

実施時期 

公募型研究開発制度 
（競争的資金） 

委託型研究開発 
制度 

直轄型研究開発 
制度 

独立行政法人型 
研究開発 

競争的資金制度を 
評価 

・中期目標の設定 
・中期計画の策定 

（制度）有効性、効率性について評価 
（課題）進捗状況、今後期待される成果、研究計画・体制について評価 

研究成果、目標達成度について評価 

各年度の業務の 
実績評価 

中期目標の 
実績評価 

（制度）新規に企画立案する制度の評価 
（課題）設定するプロジェクトについて評価 

事前 
評価 

継続 
評価 

事後 
評価 

研
究
期
間
（
３
〜
５
年
程
度
） ※１　公募型研究開発制度、委託型研究制度では、案件採択時の評価がある（採択評価） 

　　　公募型研究開発制度における採択評価については、ピアレビュー制度を導入する 
※２　研究開発終了後一定期間を経過した段階で、研究成果の波及効果等を把握するための 
　　　評価（追跡評価）を必要に応じて行う 

図表　情報通信分野における研究評価の実施（研究開発制度ごとの研究開発課題評価の流れ）



競争的資金制度とは、研究開発課題を広く公募し、

提案を受けた研究開発課題の中から実施する課題を

採択し、当該課題の研究開発を実施する研究者又は

研究者が属する組織に研究資金を配分する制度であ

る。

情報通信技術について著しい多様化や高度化が進

展している今日、限られた研究資金を有効に活用し

ていくための問題に対して、第二期科学技術基本計

画（平成13年3月閣議決定）において、競争的な研究

開発環境の整備、とりわけ競争的資金の拡充や公正

かつ透明性の高い評価の必要性が指摘されている。

1 戦略的情報通信研究開発推進制度

総務省では、情報通信技術の研究開発力の向上及

び競争的な研究環境の形成による研究者のレベルア

ップを図り、世界をリードする知的財産を創出して

いくため、戦略的な重点課題に沿った独創性・新規

性に富んだ研究開発を積極的に推進している。研究

開発課題について広く公募するとともに、採択され

た案件に対して支援を実施している（図表①）。

2 テーマ提案公募方式による研究開発

情報通信分野の新規事業の創出に資する先進的な

技術の研究開発、民間において行われている通信・

放送基盤技術に関する試験研究等を促進していくた

め、総務省では通信・放送機構に以下の研究開発推

進制度を設け、研究開発テーマを幅広く公募の上、

優れたものに資金を提供することにより、情報通信

技術の委託研究等を推進している（図表②）。

第８節　研究開発の推進

戦略的情報通信研究開発推進制度とテーマ提案公募方式による研究開発の実施

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（3）競争的資金による研究開発支援
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 総務省が設定する戦略的重点領域において、独創性や新規性に富む萌芽的研究・基礎研究から応用研究までを幅広く推進 
 ①次世代ネットワーク技術 （37件） （7件） 
 ②周波数資源開発 （15件） （5件） 
 ③新機能・極限技術（量子・ナノ技術等） （32件） （4件） 
 ④次世代ヒューマン・インターフェース（五感情報通信等） （57件） （7件） 
 ⑤バイオＩＴ （14件） （3件） 
 ⑥宇宙通信技術（通信・放送・測位等） （15年度より募集） 

 ①若手先端ＩＴ研究者育成型研究開発 （65件） （1件） 
 　35歳以下の若手研究者に対する積極的な研究への取組を支援し、斬新でユニークな着想に基づいた独創性・新規性に 
 　富んだ研究開発を推進 
 ②産学官連携先端技術開発 （102件） （5件） 
 　大学、民間企業等における研究活動の成果の創造的結合を図り、新技術・新規事業の創出を促進する産学連携による研 
 　究開発を推進 

 世界をリードする最先端の技術を創出するため、国際的な標準の獲得を目指す、優れた研究開発を推進 

プログラム名 

合計 352件 45件 

１ ．特定領域重点型研究開発 155件 26件 

２ ．研究主体育成型研究開発 167件 16件 

３ ．国際技術獲得型研究開発 30件 3件 

14 年度実績 
応募件数 採択件数 

図表①　戦略的情報通信研究開発推進制度の研究開発課題

○国民経済及び国民生活の基盤の強 
　化に相当程度寄与する基盤技術の 
　試験研究 
 
情報通信分野における民間基盤技術
研究促進制度 

 
 
 
 
先進技術型研究開発助成 
高齢者・障害者向け研究開発助成 
国際共同研究助成 

○独創性・新規性に富む情報通信技 
　術の研究開発 
 
 
情報通信分野における基礎研究推進
制度 

ギガビットネットワーク利活用研究
開発制度 

一般会計 産投会計 

通信・放送機構（外部委員からなる評価委員会を設置） 

大学、独立行政法人、企業 
又は産学の研究共同体等 企業、大学等 ベンチャー企業 

国際共同研究チーム等 民間企業等 

研究開発 
課題の提案 

委託研究 委託研究 委託研究 研究開発 
課題の提案 

研究開発 
課題の提案 

研究開発 
課題の提案 

助成 
（上限2分の1） 

補助 出資 

図表②　テーマ提案公募方式の概要



試験研究費の総額に係る税額控除制度等を創設

第８節　研究開発の推進

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（4）情報通信分野の研究開発に対する税制の充実
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情報通信分野の研究開発は、研究開発要素に富み、

必要な設備も特殊かつ高額であるため多額の投資を

必要とするなど、民間企業による当該分野の研究開

発への投資は多くの障害がある。特に近年の景気低

迷下においては、リスクの高い研究開発に対して十

分な投資を行うことが困難である。このため総務省

では、研究開発支援に係る税制について創設・拡充

を行うことにより、情報通信分野の研究開発の一層

の推進を図ることとしている（図表）。

１．試験研究費の総額に係る税額控除制度の創設 
試験研究費の売上高の比率に応じて最高10％まで税額控除を設ける制度（3年間
の時限措置として最高12％）。増加試験研究費税額控除制度と選択適用 

２．産学官連携の共同研究・委託研究に係る税額控除制度の創設 
大学、公的試験研究機関等との共同試験研究及びこれに対する委託試験研究の試
験研究費の12％相当額の税額控除を認める制度（3年間の時限措置として15％） 

３．中小企業技術基盤強化税制の拡充及び延長 
中小企業者が所得の計算上損金算入した試験研究費の6％相当額を税額控除する
現行制度の税額控除率を試験研究費の12％に拡充（3年間の時限措置として15％） 

４．開発研究用設備の特別償却制度 
一定の開発研究用機器を取得等をして、これを国内にある開発研究の用に供し
た場合にその取得価格の50％相当額の特別償却を認める 

　※　上記のほかに現行税制としては、増加試験研究費等税額控除制度（国税）、中
小企業者等の試験研究費に係る法人住民税の特例措置（地方税）が存在する 

開発研究用償却資産の取得 中小企業者の行う試験研究 産学官連携共同・委託研究 試験研究 

最高10％の 
税額控除 

（3年間は最高
12％） 

12％の税額控除 
（3年間は15％） 

12％の税額控除 
（3年間は15％） 50％の特別償却 

研究開発の一層の進展 

図表　平成15年度研究開発関連税制改正の概要



通信総合研究所は、平成13年4月1日をもって独立

行政法人として新たなスタートを切り、国立研究所

時代からの研究成果の蓄積を活かしつつ、独立行政

法人の効率的・機動的な研究実施体制のメリットを

最大限活用し、情報通信分野の唯一の公的研究開発

機関として責務を果たすことが期待されている。

独立行政法人通信総合研究所は、総務大臣が指示

した中期目標（平成13年度～17年度）を達成するた

めの中期計画を策定し、日本の情報通信産業の競争

力の強化、ITの先端的技術の活用による豊かな国民

生活の実現のため、民間ではリスクが高く実施が困

難な先端的研究開発を実施している。具体的には、4

つの重点分野における研究開発を実施している（図

表）。

なお、独立行政法人通信総合研究所は、平成16年4

月に、通信・放送機構と統合し、新たに独立行政法

人情報通信研究機構として発足する予定である。

第８節　研究開発の推進

平成16年4月に通信・放送機構と統合予定

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（5）独立行政法人通信総合研究所（CRL）の研究開発の動向
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Z(dBZ)

126E 128E 130E

26N

28N

10 20 30 40 50

0 100 200 km

ア　次世代情報通信基盤技術の研究開発 
・ヒューマンコミュニケーション技術の研究開発 

・次世代プラットフォーム技術の研究開発 

・ペタビット級フォトニックネットワーク基礎技術の研

究開発 

・情報通信危機管理基盤技術の研究開発 

 

  

 

 

 

 

 

光-電気変換なしにパケット処理を行うフォトニックネッ

トワーク用スイッチプロトタイプの開発 

イ　無線通信システム技術の研究開発 
・マルチメディア無線ネットワークの研究開発 

・超高速衛星通信システムの研究開発 

・宇宙通信システム基盤技術の研究 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

小型衛星によるミッションの先行実証（左は、衛星に搭載

されたカメラによって撮影された地球） 

ウ　電磁波計測・応用技術の研究開発 
・リモートセンシング技術の研究開発 

・宇宙天気予報の研究開発 

・時空標準に関する研究開発 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

亜熱帯地球環境計測技術の研究開発（図はマルチパラメー

タ偏波降雨レーダによる台風接近時の降雨データ） 

エ　情報通信基礎技術の研究 
・バイオコミュニケーション技術の研究 

・情報通信デバイスのための新機能・極限技術の研究 

・光通信基礎技術の研究 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
Reprinted by permission from Nature 
Vol No.421 pp.717 Fig No.4 Pub Date. 2003/2/13 Copyright: 
Macmillan Magazines Ltd.

タンパク質モーター・ 

ダイシンの大きな分子 

構造変化を世界で初め 

て解明 

図表　CRLの研究開発計画の概要　－4つの重点研究分野－



産学官・地域に開かれたIT研究開発拠点（オープンラボ）の整備

第８節　研究開発の推進

1 情報通信分野の研究開発政策の展開
（6）産学官連携による地域のIT研究開発の促進
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第二期科学技術基本計画（平成13年3月閣議決定）

では、「知の創造と活用により世界に貢献できる国」

「国際競争力があり持続的発展ができる国」「安心・

安全で質の高い生活のできる国」を目指し、すべて

の産業の基盤となる21世紀の中核技術である情報通

信技術の研究開発の推進を通じて、産学官が共通の

認識を持ち連携した研究開発の推進等を実現するこ

とが重要とされている。

また、総務省の情報通信審議会は平成14年8月に

「我が国の情報通信分野における研究開発体制の在り

方」について答申を行った。答申では、我が国が将

来に渡って世界の国々をリードする技術力を確保す

るため、産学官の共通認識による連携、産学官のコ

ミュニケーションの促進、共通認識の醸成の推進等

が提言されている。

総務省では、これらの背景を踏まえ、平成14年度

に、地域の持つ研究ポテンシャルの発掘・活用、研

究成果の円滑な社会への展開に向けて、高機能ネッ

トワーク設備等の研究開発環境を備えたIT研究開発

拠点（オープンラボ）を、独立行政法人通信総合研

究所（けいはんな）に整備した（図表）。

また、平成14年10月に、関西地域の大学、自治体、

メーカ等が中心となり設立された「CRLけいはんな

オープンラボ研究推進協議会」では、オープンラボ

を有効活用したIT分野の研究開発の推進、新技術の

開発、人材の育成、新規産業の創出を目指し、オー

プンラボの研究開発環境の整備・充実、研究開発プ

ロジェクトの企画・研究成果等の普及、関係機関・

団体との情報交流等の活動を推進している。

総務省としては、本協議会との連携を図りながら、

オープンラボを利活用した産学官連携の研究開発の

促進を図り、地域の活性化、新規産業の創出、人材

の育成等への貢献を図ることとしている。

大学、通信・放送事業者、 
メーカ、研究機関、 
ベンチャー企業、地方自治体等 

人材の育成 
産学官連携によるIT研究開発の実施 

大学等の 
基礎研究の成果 

民間のビジネス化 
ノウハウ 

CRLの 
研究開発成果 

新たなサービス、 
産業の創出 

研究者等 
ラボに参加 

CRLけいはんなオープンラボ 

図表　IT研究開発拠点（独立行政法人通信総合研究所（けいはんなオープンラボ））



今後、ネットワークの一層の高速化が進展し、ネ

ットワークへの多様なアクセスが可能となるととも

に、大容量アプリケーションの利用が可能となる

「ユビキタスネットワーク社会」の到来が期待されて

いる。欧米においては、ネットワーク技術に関する

多様な研究開発プロジェクトが産学官により推進さ

れており、我が国の国際競争力を確保し、ユビキタ

スネットワークの実現を戦略的に推進するためには、

ユビキタスネットワーク時代を展望した総合的な取

組の推進が必要となっている。

このため総務省では、平成13年11月から「ユビキ

タスネットワーク技術の将来展望に関する調査研究

会」を開催し、平成14年7月、報告書が取りまとめら

れた。

報告書では、ユビキタスネットワーク社会の実現

によって期待される波及効果として、社会・生活環

境の利便性及び安全性の向上、障害者・高齢者等の

社会参加の促進、活力ある社会の実現等が挙げられ

ており、これらが生み出す市場規模は2010年には

84.3兆円に達すると試算されている（図表①）。また、

ユビキタスネットワーク社会は、我が国が世界に誇

る、光通信、モバイル、情報家電に関する各テクノ

ロジーの連携により実現されるものであり、国際競

争力の確保の面からも大きく寄与することが期待さ

れている。このような将来性に満ちたユビキタスネ

ットワーク社会を実現するため、トリガーとなる研

究開発への重点的取組、テストベッドともなる研究

開発ネットワークの整備、産学官が一体となった研

究開発体制の確立等の必要性が提示されている。

このため、総務省においては、平成15年度から、

非常に高速なリアルタイム認証技術や、極めて多数

の端末を協調・制御するネットワーク技術等ユビキ

タスネットワークの実現に不可欠な要素技術の研究

開発を実施している（図表②）。

第８節　研究開発の推進

何でもどこでもネットワークの実現

2 重点的な研究開発の実施
（1）ユビキタスネットワークの実現に向けた技術の研究開発
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ユビキタスネットワーク想定利用イメージ例 

ユビキタスネットワーク関連の市場規模推計 

・超小型チップを活用したネットワークにより、薬剤や食品の品質保持期
限をインテリジェントに管理 
・住居やオフィス等の施設内で、空調や照明等が生活している人の好みの
設定やその時々の居場所・行動のセンシングによって必要なタイミング
で無駄なく自動コントロールされる 
・外出先からの帰宅時に、留守宅コントロールシステムを帰宅モードに設
定すると、位置情報等と連携して、空調、炊飯器、風呂の給湯等が帰宅時に最
適な状況が整っているように自動的に動作を開始する 
・走行中の自動車が、子供やペットの身につけたチップとの近傍ネットワ
ークを用いて子供等の急な飛び出しを検知し、オートブレーキをかけて安
全を確保 

社会生活 ・場所を問わないネットワークアクセス環境により、テレワークやSOHO
等の多様な就労環境が実現し、人的移動に伴うエネルギーが低減化 
・IDタグやチップ搭載情報により効率的な物流管理が可能になり、環境へ
の負荷を低減 

環　境 

・オフィス、外出先、街頭、家等のどんな場所からでもネットワーク認証
するだけで自分の業務環境を瞬時に呼び出し利用 
・国内はもちろんのこと、世界中のカフェのテーブルやタクシー、飛行機のイ
ス、ホテルの窓等に設置されたディスプレイが認証するだけで直ちにマ
イ端末に変身 
・高度なコンテンツ配信技術により、端末やアクセス網の能力に応じた最
適な表示を実現し、自分の必要な情報を瞬時に利用できる 

就　労 

・グループでの野外体験学習に各自がネットワーク端末を活用し、自由に
移動しながらネットワークを意識せずにリアルタイムに映像やメモ情報
をやりとりしたり、グループセッションを展開 
・世界中の研究者が微小なセンサーを用いて、自然環境の観測や、人工的
な構造物を用いたフィールド実験を行う 
・複数の研究所等がリアルタイムで3D情報等の高い臨場感でインタラクテ
ィブに研究データをやりとりでき、創造的な研究を展開できる 

教　育 

・小型チップを実装したカードや情報端末、指紋、虹彩等のバイオメトリ
クスを用いた多様な認証システムにより個人認証プラットフォームが構
築され、高額商品の発注や決済が安全かつ簡易に実現 
・顧客の所持するICカードや商品のIDタグ等が連携し、顧客が買いたいも
のを選んでレジを通過するだけで購入と決済が完了する 

消　費 

・視聴覚等の障害者が道路や家の中のセンサーネットワークにより、位置情
報や周辺情報等を把握できるバリアフリー環境が実現 
・センサーネットワークによる個人情報の発信・認証により、公共施設・交通
機関等において高齢者が不自由しないバリアフリー環境が実現 
・携帯型端末やカードに組み込まれたチップが身体障害やケガの情報を発
信し、駅・電車・デパート等でイス・トイレ・エスカレータ等の設備が
身体条件に応じて自動的に作動 

社会参加 

2005年 

コマース 
（7.3兆円） 

サービス・ 
コンテンツ 
（6.2兆円） 

プラットフォーム 
（0.8兆円） 

アプライアンス 
（5.5兆円） 

ネットワーク 
（10.5兆円） 

2010年 

コマース 
（34.4兆円） 

サービス・コンテンツ 
（24.2兆円） 

プラットフォーム 
（3.0兆円） 

アプライアンス 
（7.8兆円） 

ネットワーク 
（14.9兆円） 

30.3兆円 84.3兆円 

図表①　ユビキタスネットワークの波及効果

次世代を担う情報通信ネットワークの展望と課題については、1-1-2（P25）参照
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301

第

3
章

情
報
通
信
政
策
の
動
向

また、研究開発を支える環境整備に向け、平成15

年2月から「ユビキタスネットワーク時代に向けた次

世代研究開発ネットワークの在り方に関する調査研

究会」を開催しており、次世代研究開発ネットワー

ク環境に求められる要件、取り組むべき研究テーマ

や実現に向けた推進方策等について、同年6月の取り

まとめを目途に検討が進められている。

さらに、現在、バーコード機能の代替として、物

流管理や入退室管理等を中心に利用されている電子

タグは、今後は、ネットワークとの結びつきを一層

深めることで、あらゆるモノがネットワークにつな

がり、多様な分野で利活用できるユビキタスネット

ワークの基盤的ツールになるものとして期待されて

いる。このため、総務省においては、平成15年4月か

ら「ユビキタスネットワーク時代における電子タグ

の高度利活用に関する調査研究会」を開催し、周波

数の使用方法やネットワークの活用方策等について

も検討が進められている（図表③）。

産業界等における取組も活発化しつつあり、平成

14年6月、民間企業や大学が主体となって、ユビキタ

スネットワーク社会実現のための各種研究開発や標

準化に関する情報交換等により、業界横断的な研究

開発・標準化を推進することを目的とした「ユビキ

タスネットワーキングフォーラム」が設立され、平

成14年度末現在、約100の会員が参加し、フォーラム

の活動を推進している。

総務省では、ユビキタスネットワーキングフォー

ラム等、産学との連携を図りつつ、ユビキタスネッ

トワーク社会実現に向け、研究開発、標準化をはじ

め、各種取組を総合的に推進している。

非接触カードをかざすと瞬時にどんな端末でも自分の端
末として利用 
⇒従来の1万分の1以下のリアルタイムな応答・認証が可
能なネットワーク技術の実現 

ユビキタスネットワーク認証・エージェント技術 
どこにいても、いつでもネットワークに繋がりオフィ
スと同一の通信サービス環境が創出され、多種多様な
コンテンツを享受 
⇒ユーザの状況に応じて最適な通信サービス環境を自
在に提供するネットワーク技術の実現 

ユビキタスネットワーク制御・管理技術 

超小型チップにより様々なものが自在にネットワ
ークを構成 
⇒100億個の端末を協調・制御するネットワーク
技術の実現 

超小型チップネットワーキング技術 

服 

超小型チップ 

書籍 書類 小包 

偽造防止・物流管理 

ブランド品 
有価証券 
・小切手 
・商品券 電子マネーICカード 

図表②　ユビキタスネットワーク技術の研究開発

環境分野 
・超小型チップの利用による、機材、
部品等のリサイクル管理の高度化、
廃棄物管理の高度化を実現 

就労分野 
・ワイヤレスIDカード１枚で、イン
ターネットカフェやホテルのディス
プレイが直ちにマイ端末化 

薬品分野 
・超小型チップを個別に薬品に付与す
ることにより、薬品の組み合わせに
よる副作用を詳細に管理 

食品分野 
・超小型チップを個別の食品に付与す
ることにより、食品の品質保持期限
を詳細に管理 

金融分野 
・超小型チップを保険証券等の証紙に付与
することにより、偽造を効果的に防止 

情報家電分野 
・家庭内ネットワークへの、外部から
の安全な接続を可能とし、自在なコ
ントロールを実現 

ロボット分野 
・センサーネットワークにより正確に
位置測定が可能なロボットが、家庭
内で家事を補助 

道路・交通分野 
・道路に埋め込まれた数多くのICチ
ップが、自動車や目の見えない歩行
者を正確に誘導。 

物流分野 
・IDタグや超小型チップの搭載情報
により、商品１つ１つにわたる効率
的な物流管理・電子決済を実現 

教育分野 
・野外体験学習の際、学習者の位置・状
況をネットワークが把握。その場に応
じた学習情報が自動的に取得可能 

高齢者・障害者対策分野 
・公共施設・交通機関でセンサーが状
況を感知し、高齢者が不自由しない
バリアフリー環境を実現 

電子タグ 

バーコード機能の代替としての利用 

ネットワークとの結びつきを深める等ユビキタスネッ 
トワーク時代に向けた幅広い分野での利活用が可能 

図表③　ユビキタスネットワーク時代における電子タグの利活用の例



現在、何でもどこでもネットワークにつながるユ

ビキタスネットワーク社会の早期実現に向けて、産

学官での様々な取組が行われている。今後、ユビキ

タスネットワークが、家庭やオフィスでの利用が期

待されるパーソナルロボットや業務用ロボット等と

つながる（「ネットワーク・ロボット」）ことにより、

新たなライフスタイルが創出され、高齢化・医療介

護問題等の様々な社会的問題の解決に寄与するのみ

でなく、21世紀における日本発の新IT社会の構築に

も貢献することが期待されている（図表）。

その実現の大きな鍵は、ユビキタスネットワーク

とロボットを結ぶネットワーク技術の研究開発、標

準化である。欧米においても産学官による様々なプ

ロジェクトが積極的に推進されている。このため、

我が国の国際競争力を確保し、戦略的な研究開発を

推進するためには、ネットワーク・ロボットの総合

的な推進方策を早期に検討することが必要である。

総務省では、ネットワーク・ロボットの将来イメ

ージを明確化するとともに、取り組むべき研究開発

課題・標準化課題、実現による社会的・経済的効果、

実現のための研究開発推進方策、普及推進方策等を

検討するため、平成14年12月から「ネットワーク・

ロボット技術に関する調査研究会」を開催し、平成

15年6月に報告書が取りまとめられる予定である。

第８節　研究開発の推進

ロボットとユビキタスネットワークの融合

2 重点的な研究開発の実施
（2）ネットワーク・ロボット技術の将来展望
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　　ネットワーク・ロボット実現に向けた総合的な研究開発戦略の検討 
→　ユビキタスネットワークとロボットを結ぶネットワーク技術の研究開発、標準化が大きな鍵 
→　欧米においても産学官連携によるネットワーク・ロボット技術に関するプロジェクトが推進 
 
〈検討課題〉○ネットワーク・ロボット技術の国内外における取組の現状 
　　　　　　○ネットワーク・ロボットの将来イメージ 
　　　　　　○社会的効果・経済的効果 
　　　　　　○実現のための研究開発方策・普及推進方策　等 

ネットワーク・ロボットの実現　～ユビキタスネットワークとロボットの融合～ 

「ネットワーク・ロボット」の実現 
～ロボットとユビキタスネットワークの融合～ 

◆ロボットがユビキタスネットワークと 
　つながることにより 

◆ロボットと生活する新たなライフスタイルの実現 
　・家庭やオフィスなど社会生活スタイルをインテリジェント化し、高齢化・医療介護問題等、様々な社会的課題にも寄与 
　・21世紀の新たなビジネスの創出にも貢献 

日本のフラッグシップ・テクノロジーの融合 

ネットワーク 
により融合 

ユビキタスネットワーク 
（IPv6、光、モバイル等） 

ユビキタスネットワーク社会の到来 

ロボット 
（パーソナルロボット、業務用ロボット） 

◆なんでもつながる「ユビキタスネットワーク社会」 
◆ロボットも「いつでも、どこでも、何でも」つながる時代 

・ロボット自ら欲しい情報をネットワークから探したり（エージェントロボット） 
・ネットワークヒューマンインターフェースを備えた情報端末に 
・様々なユビキタスアプライアンス（情報家電）がロボットに 

図表　ネットワーク・ロボットの実現イメージ



次世代超高速ネットワークの早期実現に向けた研究開発の実施

第８節　研究開発の推進

2 重点的な研究開発の実施
（3）ギガビットネットワーク技術の研究開発
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21世紀初頭における超高速ネットワークの実現に

向け、通信・放送機構は、全国規模のオープンテス

トベッドとして、全国10か所に設置したATM交換機

を結んだ超高速光ファイバ回線網及び共同利用型研

究開発施設からなる研究開発用ギガビットネットワ

ーク（JGN：Japan Gigabit Network）の整備を行い、

次世代インターネット技術をはじめとする超高速ネ

ットワーク技術や高度アプリケーション等の研究開

発を促進している（図表①）。

これらの施設は、超高速ネットワーク技術や高度

アプリケーション技術等の研究開発用として、平成

11年度から15年度末までの間、広く大学、研究機関、

行政機関、地方公共団体、企業等に開放されている。

なお、平成14年度末までに、ギガビットネットワー

ク通信回線は延べ620研究機関（216プロジェクト）

が利用しており、全国5か所の共同利用型研究開発施

設（ギガビットラボ）は、延べ71機関（67プロジェ

クト）が利用してきている（図表②）。

平成14年度においては、以下の施策を実施した。

1 研究開発用ギガビットネットワークの拡充・強

化（長距離・大容量テストベット）

長距離伝送時における高精細動画像の画質評価や

長距離・大容量伝送に対応した次世代インターネッ

トプロトコルの開発等の研究開発を促進するため、

JGN上に最長350,000km（単一のテストベッドとして

は世界最大級）の「JGN長距離・大容量テストベッ

ド」を構築し、実環境で長距離・大容量の通信実験

を行うことを可能にした。平成15年4月までは通信・

放送機構の直轄研究による試行期間であり、平成15

年5月からオープンテストベッドとして関係研究機関

に広く開放されている。

ATM交換機間通信回線（ギガビット級） 

ATM交換機－接続装置間通信回線 

ATM交換機設置場所（接続装置あり） 

共同利用型研究開発施設（5か所） 

直轄研究拠点（リサーチセンター等、10か所） 

接続装置設置場所 

※アクセスポイントは全国66か所 

※赤色はIPv6対応アクセスポイント（49か所） 

（都内2か所） 

図表①　研究開発用ギガビットネットワーク



2 ギガビットネットワーク利活用研究開発制度

通信・放送機構では、ベンチャー企業をはじめと

する民間企業や大学等に対して、JGNを利用した高

度アプリケーションの実現に必要な技術に関する研

究課題を幅広く公募し、優れた研究開発課題につい

て委託研究を行っている。

3 ギガビットネットワーク技術の研究開発の実施

平成11年度から、通信・放送機構の直轄研究とし

て、JGNを利用した「ギガビットネットワーク技術

の研究開発」を幕張・高知のリサーチセンター等に

おいて実施している。本研究開発においては、次世

代ネットワークの実現に向け、低速（電話程度）か

ら超高速（ギガビット級）までの様々な速度のデー

タの効率的な伝送を行うため、超高速ネットワーク

の運用・制御・管理技術等について集中的に研究開

発を実施している。

また、平成13年度からのJGNのIPv6への対応に伴

い、世界最大規模の超高速IPv6テストベッドを用い

た研究開発を実施する体制を整備し、IPv6ネットワ

ーク運用・管理技術及びIPv6機器の相互接続性の検

証・評価等のIPv6関連技術の研究開発を実施してい

る。

さらに、平成14年度からは、多様な通信制御や通

信品質への要求に対応することができる新しいネッ

トワークアーキテクチャの概念である「アクティブ

ネットワーク」に関する技術の研究を推進するため、

JGN上で超高速広域アクティブネットワークを構築

し、北九州ギガビットリサーチセンター、大阪大学

分室及び独立行政法人通信総合研究所（CRL）分室

において、サービス運用管理技術、計測技術、時刻

同期技術等の研究を開始している。

第８節　研究開発の推進
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6月 

 
9月 

 
12月 
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3月 

 
6月 

 
9月 

 
12月 

15年 
3月 

（平成14年度末までの数値。延べ620機関が利用）

公募利用：「ギガビットネットワーク利活用研究開発制度」により実施される研究開発 
直轄研究：通信・放送機構がリサーチセンターにおいて自ら行う研究開発 
一般利用：民間企業、大学等の研究機関による上記以外の研究開発 

総数： 216件 

公募： 47件 
直轄： 23件 
一般： 146件 

図表②　JGNを利用した研究開発プロジェクト数の推移



超高速フォトニックネットワーク、テラビット級スーパーネットワークの推進

第８節　研究開発の推進

2 重点的な研究開発の実施
（4）ネットワーク超高速化技術に関する研究開発の推進
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e-Japan重点計画-2002に掲げる「現在のインターネ

ットの1万倍の処理速度と3万倍の接続規模」や、ネ

ットワークの端から端までのすべての情報伝送処理

を光領域で高品質・効率的に行う「フォトニックネ

ットワーク」等、ネットワークの超高速化に関する

技術の早期実現を図るため、総務省では、平成13年

度から「超高速フォトニック・ネットワーク技術に

関する研究開発」を、また、14年度から「テラビッ

ト級スーパーネットワークの開発」を産学官連携に

より推進している。

「超高速フォトニック・ネットワーク技術に関す

る研究開発」では、平成13年度で実施した設計及び

試作の結果を踏まえ、14年度から、①1本の光ファイ

バに数千の信号を同時に送ることができる超高密度

波長分割多重技術、②アクセス系ネットワークの超

高速化・高品質化を実現するための超高密度波長分

割多重技術に対応した光スイッチング技術、③イン

ターネットの全光化・高速化を実現するための、IP

パケット処理にまで光技術を適用した超高速光波長

ルーティングや超高速IPカットスルー技術等の各要

素技術の開発・実験等を開始した（図表①）。

一方、「テラビット級スーパーネットワークの開発」

では、平成14年度から、テラビット級のトラヒック

を安定かつ最適な経路で制御・管理する技術、伝送

品質・伝送速度の異なるIPやモバイル等の多様なシ

ステムからの接続を迅速に処理する技術等の設計、

試作等を開始した（図表②）。

総務省では、産学官連携によりネットワークの超

高速化に関する技術の研究開発を推進するとともに、

フォトニック・ネットワーク技術等の研究開発及び

標準化における欧米、アジア・太平洋地域諸国との

国際的な協力・連携を図っていく予定である。

幹線系フォトニック・ネットワーク技術 
～超高速・大容量・長距離通信の実現～ 

超高密度波長分割 
多重通信 

光ファイバ 

インターネットノード全光化技術 
～ノード（分岐点）で高速通信を実現～ 

アクセス系フォトニック・ネットワーク技術 
～電気変換信号のない光通信の実現～ 

ネットワークの情報伝送処理を 
端から端まで光領域で実現 

光波長ルーティング 

経路の決まって 
いない信号 

光スイッチング 

波長1 
波長2 
波長3 
波長m

光スイッチ 
光のまま信号を切り替え（高速） 

経路1

経路2

経路3

光ファイバ 

経路の 
決まった信号 

光スイッチング技術 

図表①　超高速フォトニック・ネットワーク技術の研究開発

 

テラビット級アクセス系接続技術 
～モバイルも含めた種々のシステムからの 

3万倍の接続処理の実現～ 

テラビット級ネットワーク制御・管理技術 
～現在のネットワークの1万倍の処理能力の実現～ 

テラビット級 
スーパーネットワーク 

図表②　テラビット級スーパーネットワークの開発



電子や光の粒子としての性質を利用して情報処

理・伝送を行う量子情報通信技術や、ナノサイズ特

有の物質特性等を利用して従来にはなかった新しい

機能を発現させるナノ技術、生体の機能に学びその

優れた機能や構築メカニズムを応用するバイオ技術

の情報通信への応用技術は、極めて高い安全性を保

証する暗号通信、光通信を超える超高速通信、生物

の自己組織化や修復といった優れた機能を生かした

ネットワーク等を実現する可能性を秘めた革命的な

技術として注目されている。

第二期科学技術基本計画（平成13年3月閣議決定）

おいて、特に重点を置くべき分野として、情報通信、

ナノテクノロジー等の4つの研究分野が掲げられ、ま

た、e-Japan重点計画-2002等においても、量子、ナノ

技術の研究開発の重点化が指摘されている。

1 量子情報通信技術

量子情報通信技術は、平成12年2月の電気通信技術

審議会（現情報通信審議会）答申「情報通信研究開

発基本計画」において新たに追加された重点研究プ

ロジェクトの一つであり、国として研究開発を推進

していく課題である旨提言された。これを受け、総

務省では、平成13年度から通信・放送機構において

産学官の連携により、比較的近い将来の実用化が期

待されている量子暗号技術についての研究開発を実

施している（図表）。

また、平成13年5月から、量子情報通信研究推進会

議を開催し、研究開発の現状、方向性、全体戦略等

について総合的に検討を行っている。

2 ナノ・バイオ技術

総務省では、既存の技術の延長線上の研究にとど

まらない技術の壁の突破（ブレークスルー）を目指

した基礎・学際領域の研究推進プロジェクトとして

「情報通信ブレークスルー基礎研究21」を平成10年度

から実施している。この中で、21世紀の情報通信技

術に求められる「利用環境」「システム」「デバイス」

の3つの側面に照準をあてた重点研究領域を定めプロ

ジェクトを推進している。

また、情報通信の更なる高度化、情報産業関連の

活性化、我が国の知的資産の蓄積等の観点から、情

報通信に関するブレークスルーを目指した研究開発

を更に充実・強化するため、ナノ技術やバイオ技術

の情報通信への応用に関する側面も含め、研究開発

を推進することとしている。

第８節　研究開発の推進

情報通信技術におけるブレークスルーに向けた研究開発の推進

2 重点的な研究開発の実施
（5）量子工学、ナノ技術等を用いた情報通信技術の研究開発
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光子の一つひとつに情報 

強 弱 

0 1
or

0 1

0 1
or

0 1

0 1

0 1

ネットワークバンキング 

理論的に解読不可 
能な暗号通信 

（送信者） 

量子情報通信 
ネットワーク 

従来の光通信 
：光子の集合体（光の強弱）に情報を載せて伝送 

量子通信 
：光子の一つひとつに情報を載せて伝送 

【盗聴された場合】 

【盗聴されなかった場合】 
（受信者） 

盗聴された 
ことがわかる！ 

観測すると０か１に収束 
（盗聴者） 

・光通信を超える超高速通信 

量子暗号 

量子通信 

図表　量子情報通信ネットワーク



有効かつセキュリティの高いタイムスタンプを高速に付与する技術の研究開発

第８節　研究開発の推進

2 重点的な研究開発の実施
（6）タイムスタンプ・プラットフォーム技術の研究開発
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近年のインターネットの急速な普及は、インター

ネット上における取引や各種行政手続等を実現し、

国民生活の利便性の向上をもたらしている。このよ

うな状況の中、ネットワーク上において行われた取

引や手続等の時刻を正確に把握し、当該時刻を第三

者に証明すること等が必要になってきている。また、

標準時の配信や時刻認証サービス等の高度化やセキ

ュリティの向上を図るためには、正確な時刻を配

信・認証するための技術の研究開発を早急に推進す

ることが重要である。

このため、総務省では平成14年1月から「標準時配

信・時刻認証サービスの研究開発に関する研究会」

を開催し、同年6月、タイムビジネスに関する内外の

動向、将来イメージ、研究開発課題や研究開発方策

等を示した報告書が取りまとめられた。これを受け、

平成15年度から、日本標準時を利用し有効かつセキ

ュリティの高いタイムスタンプを高速に付与するこ

とができる「タイムスタンプ・プラットフォーム技

術」を確立するための研究開発を、産学官の連携に

より推進している。

　国家時刻標準機関　 
（通信総合研究所） 

日本標準時 
原子時計 

標準時 

時刻認証局 

タイムスタンプを付与 

高精度時刻情報配信技術 高速・高信頼時刻認証技術 

ビジネス文書 

医療（電子カルテ） 

ネットオークション 

オンライントレード 電子入札 

ネットゲーム 

特許・知的財産 

オンラインショッピング 

入札日時 
2003年 
4月1日 
10：00

図表　タイムスタンプ・プラットフォーム技術



今後、情報通信ネットワークの利用が生活・社

会・経済に一層浸透し、利用者がネットワークを活

用し、情報通信技術の恩恵を十分に享受できる社会

を構築していくことが必要である。このため、日頃、

情報通信ネットワークとの関わりの少ない人であっ

ても、複雑な操作感を感じることなく、安心し、安

全に情報通信ネットワークを利用できる環境を実現

することが重要であり、人間と情報通信ネットワー

クとのインターフェースの課題解決が、今後、重要

となってくる。

e-Japan重点計画-2002においても、高度情報通信ネ

ットワーク社会の実現に向けて、「地理的な制約、年

齢・身体的な条件に起因する情報通信技術の利用機

会及び活用能力の格差是正の積極的な推進」、「デジ

タル・ディバイド是正のための技術や映像に対する

生体安全技術等の研究開発の推進」等のヒューマ

ン・インターフェース技術の推進について言及して

いる。また、第二期科学技術基本計画（平成13年3月

閣議決定）においても、情報通信分野の具体的重点

課題の1つに、利用者が複雑な操作やストレスを感じ

ることなく、誰もが情報通信社会の恩恵を受けるこ

とができるヒューマン・インターフェース技術が指

摘されている。

総務省では、平成14年3月から「ネットワーク・ヒ

ューマン・インターフェース研究会」を開催し、平

成14年7月、報告書が取りまとめられた。報告書では、

ネットワーク・ヒューマン・インターフェースを実

現するために必要な技術の研究開発の推進や、実用

化と普及に向けた取組の推進等が提言されている。

このため、総務省では、平成15年度から「ネット

ワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な

研究開発」を実施しており、ネットワークを活用し

た携帯電話等を用いた自動翻訳システム及び映像か

ら生体に与える悪影響を防止する技術について、実

用的な研究開発を推進している。

第８節　研究開発の推進

複雑な操作やストレスなしでの情報通信の利用を可能とする技術の開発

2 重点的な研究開発の実施
（7）ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの研究開発
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携帯電話等を用いた多言語の 
自動翻訳システム 

映像が生体に与える悪影響を 
防止する技術 

ネットワークを介した多言語音声／ 
会話文処理が可能な技術の開発 

ユーザオリエンテッドな高機能端末技術の開発 

生体への悪影響 

Hello

Hello

Bonjour

こん…に… 

こんにちは 

こんにちは 

利用者が複雑な操作やストレスを感じることなく、誰もが安心して安全に情報通信社会の 
恩恵を受けることができる技術の研究開発を推進 

Bonjour…こんに 
ちは……Hello… 

図表　ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの研究開発の概要

インターネット未利用者にとっての利用障壁については、1-3-3（6）（P79）参照



高度な遠隔医療等の実現に向けた映像関連技術の研究開発

第８節　研究開発の推進

2 重点的な研究開発の実施
（8）ナチュラルビジョンの研究開発の推進
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従来のRGB3原色を超えた多原色を基本として、実

物の色・質感・立体感・光沢を忠実に再現するナチ

ュラルビジョンの研究開発は、今までに例のない全

く新しい映像関連技術の開発として、平成11年度か

ら通信・放送機構において進められている（図表①）。

本研究開発は、技術そのものが科学技術の向上に

資する先導的な取組であるだけでなく、遠隔医療、

電子商取引、デジタルアーカイブ等新たなサービス

ニーズへの展開が可能であるなど、その汎用性の高

さからも、研究開発の成果が期待されている。

カメラ、スキャナ等の映像入力機器では、肉眼で

見るときと同じように色を再現することが不可能で

あるが、ナチュラルビジョンでは、多原色で画像を

入力するマルチスペクトルカメラを用いて色を精密

に計測し、数値化することで忠実な色を再現するこ

とが可能である。

実物に忠実な色再現を実現するためには、実物に

限りなく近い映像の入力、映像を劣化させない伝送

技術や表示技術が必要であり、ナチュラルビジョン

の研究開発では、映像の収集・伝送、保存・分析・

編集、表示を一つのトータルシステムとして、総合

的な研究開発が行われている。静止画のナチュラル

ビジョンについては、基礎技術をほぼ確立し、生地

の電子商取引プロトタイプシステムや病理診断シス

テムが構築されており、実用化に向けた評価実験が

行われている（図表②、③）。

また、実物の色や状態に限りなく近い映像を活用

することは、病理画像や皮膚科の診断等医療の分野

での活用が有用であり、特に、遠隔地において的確

な診断が可能となるという点でも、ナチュラルビジ

ョンの技術が期待されている。

　表示装置の色再現の範囲（色域）は、RGB表示装置では三角形となり、
人間の眼が知覚できる色域の一部しか表示できないため、彩度の高い色を
再現することが不可能である。 
　ナチュラルビジョンで開発が進められている多原色表示を利用すること
で、表示装置の色域を多角形化し、より人間の眼の知覚範囲に近づけるこ
とが可能となる。 

図表①　多原色による色再現

図表②　生地電子商取引システムの表示画面 図表③　病理診断システム



成層圏プラットフォームは、気象が比較的安定し

ている高度20km程度の成層圏に情報通信機材等を搭

載した無人の飛行船を滞空させ、全国どこでも超高

速インターネットやマルチメディア移動通信を利用

可能とするもので、新たな情報通信インフラとして

早期の実現が期待されている。また、観測センサー

等を搭載することにより地上観測等にも利用可能と

なることから、幅広い用途への応用も期待されてい

る（図表①）。

そこで、総務省では、文部科学省と連携し、成層

圏プラットフォームの早期実用化を目指し、平成10

年度から産学官共同で研究開発を行っている。この

うち、総務省は通信・放送ミッション及び追跡管制

技術の研究開発を担当し、通信・放送機構の直轄研

究により研究開発を実施している。

これまで通信・放送ミッションについては、移動

通信システム、広帯域固定通信システム等の要素技

術研究、通信機器の設計・製作等を実施し、追跡管

制技術については、追跡管制システムの基本設計、

システムの要素技術研究、風予測ソフトウェアの開

発、風観測・予測システムの構築等、今後実施され

る予定の飛行試験（図表②）に向けた種々の技術開

発を行ってきた。

平成14年度は、飛行試験の実施に向けて引き続き、

各システムの開発を行うとともに事前飛行試験（航

空機等を用いた通信実証試験）による通信・放送ミ

ッションの事前の機能、実験手順の確認を行った。

【通信・放送ミッション事前飛行試験の概要】

①平成14年6月から7月にかけて、ハワイにおいて無

人ソーラープレーン「パスファインダープラス」

を利用したIMT-2000移動通信及びデジタルハイビ

ジョンテレビの中継実験を実施（図表③）。

②10月、北海道大樹町多目的航空公園において、ジ

ェット機を利用したUHF帯放送実験を実施。

③11月、神奈川県横須賀市にある通信・放送機構

横須賀成層圏プラットフォームリサーチセンター

にて、ヘリコプタを利用したミリ波帯素材伝送実

験及び固定通信実験を実施。

平成15年度においては、通信・放送ミッションで

は、14年度に実施した事前飛行試験の成果を踏まえ、

定点滞空飛行試験用機器の製作・試験等を行う予定

であり、追跡管制技術では、14年度に引き続き、追

跡・管制システムの製作・試験を行う予定である。

また、開発した搭載機器を飛行船代替機に搭載して

行うシステム機能確認試験の実施及び風観測・予測

制御システムの飛行試験に向けた運用等を実施する

予定である。

こうした研究開発の進展を踏まえつつ、成層圏プ

ラットフォームで使用可能な周波数の分配に関する

国際的な対応を推進している。既に、平成9年の

WRC-97（1997年の世界無線通信会議）において、

47・48GHz帯が成層圏プラットフォームの固定通信

用として分配され、また、12年のWRC-2000において、

アジア・太平洋地域の12か国における固定業務用の

31/28GHz帯の追加分配、2GHz帯においてIMT-2000

の基地局として利用可能であること等が決定されて

いる。

今後は、これらの決定を踏まえて、総務省では、

成層圏プラットフォームにおける、同帯域内での周

波数共用検討及びその隣接帯域（電波天文／地球探

査衛星）への影響等に係る新勧告案の策定等に参画

する予定である。また、2007年に開催されるWRC-

2007に向けて、定点滞空飛行試験の成果を反映させ

た他の業務との共用条件を確立することにより、周

波数分配をより確実なものとし、より利用しやすい

周波数環境の整備等に向けて取り組んでいく予定で

ある。

第８節　研究開発の推進

北海道大樹町等で航空機等を用いた通信実証実験を実施

2 重点的な研究開発の実施
（9）成層圏プラットフォームの研究開発
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第８節　研究開発の推進
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高度約20km

マルチメディア 
携帯端末 

観測データベース 

センサ、監視カメラ等による観測 

高分解能観測 

観測データ 
のオンライン 
処理 

超高速 
インターネット 

デジタル放送 
VOD等 
マルチメディア 
サービス 

超高速 
WAN

固定（可搬）端末に 
よる高速通信、放送 

高機能携帯端末に 
よる移動通信、放送 

大気観測 地上観測 

温室効果気体の 
直接採取及び観測 

高速画像・データ伝送 

図表①　成層圏プラットフォームの概念

成
層
圏 
対
流
圏 

高度－風速分布 

ジェット気流 

（滞空） 

対流圏界面 

（コマンド） 

時間経過 

　平成14～15年度　　【場所：茨城県日立市】 
無動力の40m級飛行船を成層圏（高度15km以上）に到達させ、材料・
構造基盤技術の確立、温室効果気体の採取を実施　　　 

　平成15～16年度　　【場所：北海道大樹町】 
動力付、60m級の飛行船により、繰り返し飛行試験を実施（高度４
km程度）し、飛行制御、追跡・管制・運用技術、通信・放送実験、
地球観測実験を実施　　　　　 
 

 通信放送ミッション 

風予測システム 

管制・誘導システム 地球観測ミッション 

成層圏滞空飛行試験 定点滞空飛行試験 

図表②　飛行試験のイメージ図

〇 NASAが開発したPathfinder Plus 
　　　　を利用した日米共同の通信実験 
　 
 Pathfinder Plusは、翼長約37m、 
重量330kg、搭載ミッション重量約50kg 
で最大で高度24kmの飛行が可能 

 
（実験概要） 
　 
・時期　平成14年6月中旬～7月中旬にかけて3回の実験を実施 
・場所　ハワイ（カウアイ島） 
・内容　IMT-2000中継実験（2GHz） 

デジタルハイビジョンTV放送実験 

図表③　平成14年度事前飛行試験の一例



宇宙通信は、広域性、同報性、耐災害性など多く

の特長を有しており、これまで通信、放送、測位等

の分野において幅広く利用されている。総務省では、

今後急速に整備・高度化される情報通信インフラの

中で宇宙通信が果たすべき役割を踏まえ、今後必要

とされる宇宙通信を実現するための各種実証衛星の

開発や衛星利用実験を推進している。

1 技術試験衛星Ⅷ型の研究開発

マルチメディア移動体衛星通信技術、衛星測位に

関する基盤技術等を開発することを目的として、技

術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ）の研究開発を文部科学省

と連携して推進している。ETS-Ⅷは、13m級大型展

開アンテナ、高出力中継器、フェーズドアレイ給電

部、衛星搭載交換機、高精度時刻基準装置等を搭載

し、H-ⅡAロケットにより平成16年度に打上げの予

定である（図表①）。

また、平成14年10月、ETS-Ⅷを用いたアプリケー

ション開発を行うための実験（利用実験）参加者を

一般から募集した。今後、実験計画の具体的な検討

や準備が進められる予定である。

2 超高速インターネット衛星の研究開発

広域性、同報性、耐災害性等といった衛星の特長

を積極的に活用した地上のインターネット網と相互

補完する超高速衛星通信技術の確立、アジア・太平

洋地域諸国との国際共同実験の実施等を目的として

超高速インターネット衛星（WINDS：Wideband

InterNetworking test and Demonstration Satellite）の研

究開発を文部科学省と連携して推進している。衛星

打上げは平成17年を予定しており、15年秋には、

WINDSを用いた利用実験の参加者を公募し、アジ

ア・太平洋諸国にも利用実験参加の機会を広く提供

していく予定である（図表②）。

e-Japan重点計画-2002においても、「無線による広

範囲の超高速アクセスを可能とする技術を実用化す

る。無線超高速の固定用国際ネットワークを構築す

るため、2005年までに超高速インターネット衛星を

打ち上げて実証実験を行い、2010年を目途に実用化

する。」とされている。これを踏まえ、独立行政法人

通信総合研究所（CRL）は、平成15年度も14年度に

引き続いて、衛星搭載ルータの開発衛星を利用した

インターネットに最適な伝送方式の研究開発、地上

系ネットワークとの相互補完に必要なシステム技術

の研究開発等を実施する。

第８節　研究開発の推進

平成15年度より準天頂衛星システム研究開発を開始

2 重点的な研究開発の実施
（10）宇宙通信の高度化
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大型展開アンテナ 

太陽電池パドル 

フェーズドアレイ 
アンテナ給電部 

図表①　ETS－Ⅷのシステム概念図
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3 準天頂衛星システムの研究開発

静止軌道を約45度傾けた軌道に少なくとも3機の衛

星を互いに同期して配置することにより、常に1つの

衛星が日本の天頂付近に滞留し、ビル陰等に影響さ

れない高品質の通信・放送・測位サービスの提供を

可能とする準天頂衛星システムの実現に必要な技術

の研究開発を平成15年度から実施している（図表③）。

準天頂衛星システムの研究開発は、総務省・文部

科学省・経済産業省・国土交通省の4省連携施策であ

り、総務省では、高鏡面精度衛星搭載大型展開アン

テナ技術、衛星移動通信用超小型地球局技術、準天

頂軌道に対応した通信制御技術、超高精度衛星搭載

原子時計技術等の研究開発を実施する予定である。

4 全球降水観測計画（GPM）の研究開発

TRMMの後継・拡張ミッションとして、CRL、宇

宙開発事業団（NASDA）及び米国NASAが中心とな

り、全球降水観測計画（GPM：Global Precipitation

Measurement）の研究開発が推進されている。熱帯

地方の降水活動を観測対象としていたTRMMに対

し、GPMは高緯度地方までを含む広範囲の降水活動

をより高頻度で観測することを目指している（図表

④）。

ギガビット級超高速インターネット衛星の実現 

ユーザ 

ISP
地上網 ISP

地上網 

地上網 ISP

ISP

地上網 

ISP

ISP

※　ISP：インターネット・サービス・プロバイダ 

衛星搭載インターネットルータ等の開発 

最適な伝送方式の研究開発 

・最大1.2Gbpsの広帯域通信が可能 
・ルータを衛星に搭載することにより通
信の遅延が短縮可能 
・打上げ後でも、ルータ機能、伝送方式
の変更等が可能となる衛星搭載システ
ムの研究開発 

・衛星を利用したインターネット通信
に適した新しい伝送方式を開発 

・衛星網と地上網が一体となるシームレス網 
　におけるQoS制御方式の開発 

地上系ネットワークとの相互補完 
に必要なシステム技術の研究開発 

ISP

図表②　超高速インターネット衛星通信システム概念図

準天頂衛星 
静止衛星 

ビル等による遮へい 
のないサービス 
・衛星からの直接受信が可能 
・双方向通信などが容易 

ビ
ル
に
よ
る
遮
へ
い 

図表③　準天頂衛星システムの概念図 図表④　全球降水観測計画の全体構想図



GPMは2周波降水レーダとマイクロ波放射計を搭

載した主衛星1機とマイクロ波放射計を搭載した副衛

星数機により構成される。Kuバンド（13GHz）及び

Kaバンド（35GHz）帯を用いた2周波降水レーダとマ

イクロ波放射計で同時に降水強度を観測することに

より、降水活動の詳細を観測することが可能となり、

この観測データを基に降水強度推定アルゴリズムの

高精度化を図ることが可能となる。また、副衛星群

を最終的に8機程度に増やすことにより、3時間ごと

の全球の降水分布を求めることが可能となる。

GPMで得られた全球の降水分布のデータをリアル

タイムで配信することにより、科学研究のみならず、

天気予報・洪水予測・水資源管理等の様々な利用が

可能となると期待されている。

平成14年11月、宇宙開発委員会において平成15年

度よりGPM主衛星の2周波降水レーダを開発研究

（予備設計）段階にフェーズアップさせることが了承

された。これを受けGPMは、平成15年度から降水観

測技術衛星用35GHz帯レーダに関する「開発研究」

に移行した。

5 その他の通信・放送衛星プロジェクト

（1）次世代LEOシステム（NeLS）の研究開発

宇宙空間を高速ネットワーク（インターネットの

高速中継伝送路等）として活用するため、光ファイ

バ通信技術の宇宙空間への適用を目指した研究開発

を実施している。平成17年度末頃の宇宙実証を目指

し、9年度から通信・放送機構の直轄研究として川崎

次世代LEOリサーチセンターを開設して、光衛星間

通信技術、衛星ネットワーク技術の研究開発及び試

作試験を実施している（図表⑤）。

（2）高度衛星放送システムの研究開発

21GHz帯を用いて全国をカバーし、この周波数の

特性である降雨減衰の補償を可能とする衛星放送シ

ステムの研究を行うことにより、超高精細度放送や

立体TV放送等次世代の高度な衛星放送の早期実現に

貢献することを目指している。

（3）ミリ波を用いた将来の衛星通信システムの調

査研究

ミリ波帯を用いた衛星通信技術の実用化に向けた

研究を行うことにより、衛星通信における周波数ひ

っ迫を打開するとともに我が国の衛星通信技術の高

度化を図っている。
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高速インター 
ネットアクセスや 
放送の受信 

超大容量の情報を 
光通信で伝送可能 

世界各地の 
ニュース配信 

テレビ電話（会議） 

図表⑤　次世代LEOシステムの概念図



モバイル3次元GISの実現に向けた研究開発

3次元GISは、平面の地図情報を電子化（デジタル

情報化）しただけでなく、高さ情報を加えることで3

次元化し、地理情報の3次元解析を可能とするととも

に、都市の景観情報等を付加することで、密集して

林立する市街地の建造物等の景観をモニター画面上

に忠実に再現することを可能にしたGISである。こ

れにより、都市計画における景観シミュレーション

や商業活動でのマーケティング評価、防災情報シス

テムの構築等に際して、3次元解析とリアルな視覚表

現により、効果的に作業を進めることが可能になる

と期待されている。総務省では、平成11年度から14

年度まで3次元GISの実現に向けた「GIS構築のため

の情報通信技術の研究開発」を実施し、「3次元GIS

技術ガイドライン」及び「3次元GISデータガイドラ

イン」を策定した。

これまでの成果を踏まえ、平成15年度から携帯型

の情報端末でも3次元GISの利用が可能な次世代型の

GISの実現に向けた情報通信分野の研究開発を実施

する。これにより、救助・復興活動、歩行者ナビ等

幅広い分野で3次元GISの利用が可能になると期待さ

れる（図表）。
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2 重点的な研究開発の実施
（11）次世代GISの実用化に向けた情報通信技術の研究開発
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・データベース機能がなく、組織 
　内でのデータ共有ができない 
・情報解析機能がない 
・解析結果の表示が手作業 

・地理情報の解析 
・横断的情報管理システムの構築 
・インターネット地図配信 
・カーナビ　等 

・防災対策 
・環境アセスメント 
・インターネットを利用した各種 
　擬似体験　等 

・GISの情報・サービスをどこで 
　も利用可能 
・歩行者ナビ　等 

紙地図 

電子化 

ＧＩＳ 

2次元 

3次元 

モバイル化 

3次元化 

次世代 

次の交差点を左へ 

図表　モバイル3次元GISのイメージ


